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1. Each State Party to the present Covenant undertakes to respect and to ensure to all
individuals within its territory and subject to its jurisdiction the rights recognized in
the present Covenant, without distinction of any kind, such as race, colour, sex,
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Ⅳ おわりに
本稿は，人権条約の域外適用可能性について，その具体的な適用範囲及
び理論的根拠を明らかにすることを目的としていた。とりわけ，人権条約
の場所的適用範囲（ratione loci）及び人的適用範囲（ratione personae）に
着目して，自由権規約（第2条），ヨーロッパ人権条約（第1条）及び米
州人権条約（第1条）の条文規定の精査を行い，加えて，当該人権条約の
起草過程における準備文書の調査，国家実行，国際機関の実行及び国際判
例の分析・研究を行った。その結果，次のことが導出された。
人権条約の域外適用可能性については，人権条約の締約国はあらゆる個
人の権利を保障する義務を負うのではなく，条約上の義務も「領域」や
「管轄」といった要件を伴って生じることが明らかとなった。
第一に，場所的適用範囲に関しては，締約国の領域外であっても「管
轄」の要件を介して適用可能とする傾向がみられる。とりわけ占領の場合
には，国際判例や実行においても人権条約の域外適用可能性が認められて
きているといえる。
第二に，人的適用範囲に関しては，在外自国民以外に外国人も含まれる
かどうかについては見解が一致していない。例えば，国際的武力紛争や占
領の場合には，かかる地域にある個人は，そもそも外国人に関する国際法
上の保護について本国の外交的保護権による保障を受けることができない。
この問題について，人権条約は，締約国の義務をその「領域内」に限定し
ないとの解釈をとることで「領域外」にある個人についても対応しようと
してきている。しかしながら，これまでの実行からは，かかる個人は少な
くとも「管轄の下」にある必要があり，従って，人権条約の域外適用の範
囲は未だ限定的なものであることの認識が必要であろう。
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